
提出先　辰野町役場建設水道課 
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沈澱槽

急傾斜地崩壊危険区域

砂防指定地名

指定なし

指定なし

 ※給水施設の施工は建設水道課と協議すること。

後日提出

　開発許可を受けた区域及び許可番号　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

防 火 地 域 都市計画・線引

用悪水路

工業地域

第２種住居地域

準工業地域

指定なし

第１種中高層住居専用地域

準住居地域

同時提出

雨　 水

雑排水

し　 尿

公共下水道 農業集落排水

水 路 放 流

下水道

敷地内処理

第２種低層住居専用地域

 要の場合『確約書』が必要となります。
 提出  １部  道路内の建築制限

同時提出不要

法 ２ ２ 条 区 域未線引

構　　  　造 階　  数

電　 話

電　 話

建 築 面 積　(㎡）

事 務 所 名

担 当 者 名

申請敷地所在

申 請 建 物
（ 申 請 部 分 ）

番  地

延床面積　（㎡）工 事 種 別

辰   野   町

河 川 法

第２種中高層住居専用地域

近隣商業地域

工業専用地域

建 築 協 定

後日提出

建 物 用 途

土砂災害警戒区域

開 発 許 可

自 然 公 園 等

道 路 占 用

自 営 工 事

なし

下 水 道 区 域

排 水 施 設

不要

公共物管理条例

県福祉のまちづくり条例

文化財保護法

屋外広告物法

町 景 観 条 例

消防法第17条

第１種低層住居専用地域

用 途 地 域

用途地域指定なし

都市計画区域

不要

砂 防 法

同時提出 後日提出建築基準法第43条

同法第42・44条

砂防法第

 提出　２部

不要

地すべり区域土砂災害特別警戒区域

公　園　名

街  路  名

地区計画

土地区画整理

河川名

建ぺい率 容 積 率

 提出　３部

第１種住居地域

不要 河川法第

不要

都市計画道路 不要

不要

商業地域

簡易水道

同時提出

 塩 嶺 王 城 県 立 公 園

 提出　２部

上水道

不要

不要

後日提出

認定外道路

 提出　４部

景観計画区域内行為届出

　※　下記については、辰野町で記入します。

課　　　長

農 地 法

届出済

同時提出

必         要

 ※水路放流は水路管理者の同意を得ること。

 ※道路（町道）側溝への雨水・浄化槽等の放流は原則認めていません。

汲取り　

同時提出

現   況 そ　の　他

地   目

□

□
（ ）

登   記

地   目

転用許可済

（ ）

転 用 許 可

申   請   中

転 用 許 可

課長補佐 担　　　当

後日提出
『禁止区域』　中央道本線から500ｍ以内、住居専用地域
『許可区域』　中央道本線から500～1,000ｍ以内、伊那広域農道から50ｍ以内

同時提出 後日提出

あり

国・県道 町　道  提出　２部 （国・県道の場合　３部）

□ その他
（　　　　  　）

包蔵地内 包蔵地外  ※教育委員会にて確認のこと。

特 定 施 設 新 築 届 出 不要

未届け）

 提出　２部

未照会

後日提出

                  建 築 確 認 申 請 に 伴 う チ ェ ッ ク リ ス ト

  ※　その他関係法令等

なし 協定名 ほたるの里景観形成住民協定あり 　（上平出地区の一部）

不要

都 市 計 画 法
第 ５ ３ 条

国・県道

浄化槽

浄化槽下水道

給 水 施 設

 提出  ２部同時提出 後日提出不要

□

□

　※　下記チェックリストに記入し提出してください。  

住　　　　所

氏　　　　名

 ※下水道施設の施工は、
　　建設水道課と協議すること。

区　域　外

建 築 確 認 申 請 者

設 計 事 務 所 等

供用開始　　　　　　　 年　　 　月　 　　日

4

 提出　２部 （国・県道の場合　３部）町　道

給水施設なし


